【様式２】
再生材供給サプライチェーン構築支援事業
実施計画書
１．基本情報
	事業名
	

	事業実施の法人（団体）名
	

	事業実施の
代表者及び
担当者
	事業実施の代表者

	
	氏名
	事業者名・役職名
	所 在 地

	
	
	
	

	
	電話番号
	ＦＡＸ番号
	Ｅ-ｍａｉｌアドレス
	

	
	
	
	
	

	
	事業実施の担当者（事業の窓口となる方）

	
	氏名
	事業者名・役職名
	所 在 地

	
	
	
	

	
	電話番号
	ＦＡＸ番号
	Ｅ-ｍａｉｌアドレス
	

	
	
	
	
	

	事業の主たる
実施場所
	＊実際に補助事業を行う場所の住所を記入すること。（図面を添付すること）

	共同事業者
	法人及び
団体等の名称
	事業実施責任者

	
	
	氏名
	役職名
	電話/FAX番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



２．実施内容
	＜事業の目的・概要＞

	【目的】
本事業により解決する課題と、導入する設備等によって実現する内容を簡潔に記載してください。
	






【概要】
処理対象物、導入する設備等、処理内容、製造・供給する再生資源等及び主な国内供給先を簡潔に記載してください。
	






【リサイクル内容及び再生資源等の供給計画】
下記に示す概要表に補助対象設備等の導入前後におけるリサイクル内容及び再生資源等の供給計画を記載してください。また、間接補助事業終了後に実施する処理量及び供給量の見込みについて、2030年まで年度ごとの数量を記載したExcelファイル「④再生資源等の質又は量の向上に関する計画書」を別途提出してください。
（概要表）
	項　　目
	設備導入前
	設備導入後（安定稼働：　　　　　年時点）

	処理対象物

	異物付き金属くず
	異物付き金属くず

	主な調達先

	○○（株）
	○○（株）

	年間処理量
（t/年）
	1,000
	1,500

	再生資源等の種類・品目

	鉄スクラップ

	鉄

	アルミニウム

	銅

	ネオジム
	タングステン

	品目別の国内供給量（t/年）
	■◇
	○○.〇
	▼△.△
	◇.◆
	□□
	□□

	主な品質・規格等
	異物率
●％
	異物率
●％
	□■
	△▼
	品位●%以上
	品位●%以上

	主な国内供給先

	△○製鉄
	○○金属（株）
	○○製鉄（株）
	△○金属（株）
	△○工具（株）
	△○磁材（株）

	供給先での用途

	製鋼原料
	金属原料
	製鋼原料
	金属原料
	磁石原料
	超硬合金原料


· 調達先・供給先が複数ある場合は、予定先を含めて可能な範囲で記載してください。本様式に記入しきれない場合は、該当の欄を追加してください。
· 補助対象設備が導入されるラインで処理・製造・リサイクルされる内容のみを記載してください。
· 詳細な効果・算定根拠は、後段の該当欄又は添付資料に記載してください。上表に記載する内容はそれらの添付資料の数値・内容と整合させてください。


	＜適格性・合理性＞

	【ア　事業の実施計画の確実性及び合理的な実現性】（20点満点：基礎点18点＋加点2点）
補助事業実施に当たって、実現性のある具体的な計画であり、かつ実現のための確実で合理的な手法であることを記載してください。
	【記載例】
· 計画処理量、設備処理能力、想定稼働率及び歩留まりの整合性
· 地域における再生原料の発生状況を踏まえた、調達先、調達量及び処理量の妥当性
· 再生資源等の供給量、供給先及び用途が、地域又は国内の需要と整合していること
· 耐用年数期間にわたり、調達及び国内供給を継続できる見込み
· 計画の確実性を確認できる関心表明書、協定書、取引実績等の資料



· 事業の目的・概要に記載した内容を踏まえ、補助事業及び導入する設備等の内容・規模等を具体的に記載してください。
· 補助事業の実施に必要となる調達先、処理対象物、再生資源等の供給先等が確保できる見込みを記載してください。
· 確実かつ継続的に事業が行われることを確認するため、調達先及び供給先からの関心表明書等の書類を添付してください。
· 調達量又は供給量を段階的に増やす計画の場合は、設備能力や関係者との調整状況を踏まえ、実現可能な計画であることを記載してください。

加点項目：
次のいずれかに該当する場合は、該当する項目にチェックを入れ、確認できる資料を添付してください。
☐ エコ・ファーストに認定されている
☐ 循環経済パートナーシップ（J4CE）に参加している
☐ デコ活応援団に参画している
☐ サーキュラーパートナーズ（CPs）の会員である

添付資料：認定証、登録画面、会員証、参加状況が確認できる資料等を添付してください。


	＜事業効果・事業意義＞

	【イ　事業の循環型社会の構築又は経済安全保障の確保への貢献】（40点満点：基礎点20点＋加点20点）
記載例の観点を踏まえ、循環型社会の構築又は経済安全保障の確保への貢献が分かるように記載してください。
	【記載例】
· 対象となる重要な金属資源等及びその国内資源循環に係る課題
· 再生資源等の国内供給量、供給先及び用途
· 天然資源・輸入資源への依存低減に資する内容
· 海外流出、焼却、最終処分等から国内循環へ転換する内容
· 基幹産業への再生資源等の安定供給に資する内容



· 本事業により、国内における資源循環の促進又は再生資源供給サプライチェーンの強靱化にどのように貢献するかを記載してください。
· 可能な範囲で、供給量、代替量、国内循環へ転換する量等の定量的な根拠を示してください。
· 事業の目的・概要及び【ウ】に記載する定量効果と重複しないよう、本欄では社会的・政策的な貢献を中心に記載してください。
· 関連する資料がある場合は、資料名及び該当箇所を記載してください。

加点項目：
次のいずれかに該当する場合は、該当する項目にチェックを入れ、確認できる資料を添付してください。
☐ 「経済安全保障推進法」に基づく供給確保計画の認定を受けた者に対し、特定重要物資の生産に必要な原材料等として再生資源等を供給している
☐ 「資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律」に基づく認定を受けている
☐ 補助事業により設備等を整備する港湾が、循環経済拠点港湾（サーキュラーエコノミーポート）に選定されている

添付資料：認定通知書、供給先との関係が確認できる資料、港湾の選定状況が確認できる資料等を添付してください。

【ウ　廃棄物等の収集運搬の効率化又は供給する再生資源等の質若しくは量の向上】（25点満点：(2)～(3)におけるA,B,C：20点＋(4)のD：5点）
（1）対象事業
次の①又は②を行う事業を選択してください。なお、①②両方に係る場合は②を選択してください。
☐ ①再資源化等設備導入事業　→　下記(2)(3)のA,B及び(4)Dに記載してください
☐ ②物流保管施設等導入事業　→　下記(2)(3)のA,B,C及び(4)Dに記載してください


（2）定量的な内容
選択した事業区分に応じて、該当する評価指標の導入前後の数値を記載してください。なお、下表に示す評価指標は代表例であり、例示以外の評価指標を設定する場合は、指標の定義や算定式等を具体的に説明してください。
また、備考欄に算定根拠・前提条件・根拠資料等を簡潔に記載いただくとともに、下記に示す「※根拠として示す事項」について別紙にて具体的に説明してください。
	
	評価指標
	単位
	導入前
	導入後
	備考

	A
	有価物の純度・品位・含有率等
	
	
	
	

	B
	再資源化工程への投入量等
	
	
	
	

	B
	再生資源等の回収量・供給量、回収率等
	
	
	
	

	C
	補助額当たりの収集費用削減効果
	百万円/トン
	
	
	考え方は下記に示す算定式を参考とする。この場合、導入前後のトン当たり収集運搬費用を記載してください。


· 上記以外の評価指標を設定した場合や資源種類ごとに数値が異なる場合等で記入しきれない場合は、行を追加してください。

評価指標の考え方は以下のとおりです。
A． 再生資源等の質の向上
評価指標：純度・品位、異物・不純物含有率、要求仕様適合率等
再生資源等について、予定する利用用途や受入基準に照らし、純度、品位、異物・不純物含有率、要求仕様への適合状況及び品質のばらつき等、導入前後でどの程度改善又は安定化するかを評価します。
事業内容に応じて品質指標を設定し、導入前後における数値を記載してください。

（指標例）
・有価物の純度・品位・含有率、異物率、不純物又は有害物質の含有率、粒度、強度、年度その他の物理的・化学的性状、要求仕様適合率、品質のばらつき等

※根拠として示す事項
導入前の根拠として分析結果、試験成績表、検査記録等を示してください。併せて、導入後の根拠として受入基準、規格、仕様書、取引条件等及び品質の継続的な確保に関する試料採取方法、検査方法、品質管理体制等を示してください。

B． 再生資源等の量の向上
評価指標：再資源化工程への投入量、再生資源等の回収量・供給量、回収率等
補助対象設備等の導入により、再資源化工程への投入量（これまで廃棄されていたものを新たに受け入れ、再生資源ルートへ転換した処理量）、品質基準を満たす再生資源等の回収量・供給量及び回収率が、導入前後でどのように変化するかを評価します。
事業内容に応じて評価指標を設定し、導入前後における数値を記載してください。

（指標例）
・再資源化工程への年間投入量、品質基準を満たす再生資源等の年間回収量・生産量・供給量
・回収率(投入物に含まれる対象資源のうち、再生資源として回収できた割合)、歩留まり(投入物のうち、規格適合品として生産できた割合)

※根拠として示す事項
設備能力、年間稼働率、平均負荷率、保守点検期間、導入前の処理実績、回収率又は歩留まりの試験結果、物質収支及び回収量等の算定根拠を示してください。
また、原料等の確保に関する収集・調達計画、契約又は取引実績等及び回収した再生資源等の供給・利用に関する販売計画、利用計画、契約、基本合意書、関心表明書等を示してください。関心表明書を用いる場合は、予定数量、予定期間及び取引条件の記載内容を明らかにしてください。
導入前後の比較では、対象範囲や算定条件を統一する必要があります（例：重量は水分量により異なるため、湿重量・乾燥重量の別を明記してください）

C． 収集運搬の効率化
評価指標：補助額当たりの年間収集運搬費用削減効果等
収集運搬方法や保管・積替え方法の見直し等により、補助額に対してどの程度の収集費用削減効果が得られるかを評価します。
下記の指標例を参考に評価指標を設定し、導入前後における数値を記載してください。

（指標例）
・補助額当たりの年間収集運搬費用削減効果
自動車、鉄道、船舶等による輸送並びにこれらに伴う荷役、保管及び積替えを対象として、算定式１の（　）内に効率化前後のトン当たり収集運搬費用及び導入後の年間収集運搬量を入力し、収集運搬量の違いによる影響を除いた年間収集運搬費用削減額を算定する。その上で、算定式2の（　）内には、年間収集運搬費用削減額と補助額をもとに、補助額当たりの年間収集費用削減効果を算出する。

算定式1：
年間収集運搬費用削減額＝効率化前費用－効率化後費用
年間収集運搬費用削減額
＝（導入前のトン当たり収集運搬費用－導入後のトン当たり収集運搬費用）
×導入後の年間収集運搬量

年間収集運搬費用削減額　　　　：（　　　　　　）百万円/年
導入前のトン当たり収集運搬費用：（　　　　　　）百万円/トン
導入後のトン当たり収集運搬費用：（　　　　　　）百万円/トン
導入後の年間収集運搬量　　　　：（　　　　　　）トン/年

算定式2：
補助額当たりの年間収集運搬費用削減効果 ＝ 年間収集運搬費用削減額 ÷ 補助額×100

補助額当たりの年間収集運搬費用削減効果：（　　　　　　　）％/年
年間収集運搬費用削減額　　　　　　　　：（　　　　　　　）百万円/年
補助額　　　　　　　　　　　　　　　　：（　　　　　　　）百万円

※根拠として示す事項
導入前後の年間収集運搬量、収集運搬経路、輸送距離、運行回数、使用車両・コンテナ等の種類及び容量並びに収集運搬関係費用の内訳を示してください。収集費用が低減する理由については、次のような指標を参考として、根拠資料に示してください。
（例）
・台km/トン：1トンを収集・運搬するために必要な車両の走行量を示す指標。車両台数や走行距離の削減による輸送効率の向上を評価（自動車輸送の場合）
・車両等の稼働効率：車両等の待機時間、空走距離、積替え時間等の削減により、同一の車両・輸送手段で処理できる収集運搬量が増加し、トン当たり収集運搬費用の削減につながることを示す指標
・積載率：車両の積載可能量に対する実際の積載量の割合を示す指標。積載率の向上により、必要な車両台数や運行回数の削減につながる（鉄道・船舶等の場合は、輸送単位当たりの取扱量等により評価する）。

（3）効果の定性的な内容及び実現可能性
（2）に記載した評価指標ごとに、数値だけでは分からない改善の内容と、その実現可能性を説明してください。本欄では、算定式や数値の根拠を繰り返すのではなく、①何がどのように改善されるか、②その改善が実現できる理由、③関係者との調整状況や根拠資料との対応関係を中心に記載してください。

	【Ａを選択した場合の記載例】
品質指標の改善により、再生資源等がどのように高品質化し、需要家の要求仕様や用途拡大にどのようにつながるかを記載してください。
1 定性的な内容：品質がどのように向上するか、需要家の要求仕様との関係
2 実現可能性：品質確認方法、品質管理体制、定量効果との関係
3 関係者との調整状況・根拠資料との対応関係：供給先等との協議状況、要求仕様・受入基準、試験成績表・仕様書等との対応関係





	【Ｂを選択した場合の記載例】
処理量、回収量、供給量又は回収率の増加により、国内への再生資源等の供給がどのように増加するかを記載してください。
1 定性的な内容：供給量がどのように増加するか、増加につながる工程・仕組み
2 実現可能性：調達量、設備能力、稼働率、歩留まり、定量効果との関係
3 関係者との調整状況・根拠資料との対応関係：調達先・供給先との協議状況、契約・基本合意書・関心表明書、物質収支・能力計算等との対応関係





	【Ｃを選択した場合の記載例】
収集運搬方法、輸送距離、運行回数、積載率、保管・積替え方法等の変更により、収集運搬がどのように効率化されるかを記載してください。
1 定性的な内容：収集運搬がどのように効率化されるか、改善される範囲
2 実現可能性：運用方法、運行計画、保管・積替え方法、定量効果との関係
3 ③ 関係者との調整状況・根拠資料との対応関係：収集運搬事業者、保管・積替え施設、供給先等との調整状況、運行計画・費用内訳・見積書等との対応関係




（4）効果に対する設備投資の妥当性：D
上記の効果を得るために、導入する設備等の規模、能力、仕様、構成及び経費が合理的であることを具体的に記載してください。
また、別に定めるExcelファイル「①資金回収年数がわかる資料」を別途提出してください。
	【記載例】
· 設備等の規模、能力及び仕様が、計画処理量、想定稼働率、歩留まり、再生資源等の供給量と整合していること
· 導入する設備等の仕様又は構成を選定した理由
· 補助対象経費の内訳と、上記（1）～（3）に記載した効果との対応関係
· 見積書、機器仕様書、能力計算、物質収支等により、設備仕様及び経費の妥当性を確認できること
· 可能な範囲で、既存設備の活用、代替設備又はより小さい投資では同等の効果を得ることが困難であること



· 補助対象経費の内訳と、上記に記載した効果との対応が分かるように記載してください。
· 設備仕様書、見積書、能力計算、物質収支、配置図、導入前後の機器仕様一覧表等の根拠資料については、本欄に記載した設備の規模、能力、仕様、構成、経費及び効果との対応箇所を明記してください。
· 既存設備の活用又は代替設備との比較が可能な場合は、導入する設備等を選定した理由を記載してください。
· 補助対象外経費を含めて効果を説明する場合は、補助対象経費によって得られる効果との関係が分かるように記載してください。

【エ　事業の先進性】（15点満点）
次の観点を参考に、従来設備又は従来の処理方法と比較して、どの点に新規性・展開性・先導性があるかを記載してください。
	【記載例】
· 従来リサイクルが困難であった対象物を再資源化できること
· 従来より高品位な用途への供給が可能になること
· 従来設備と比べて、選別精度、回収対象、品質等が向上すること
· 国内で導入事例が少ない技術又は事業スキームであること
· 先進性を裏付ける技術資料、実証結果、既存設備との比較資料等があること



· 従来設備又は従来の処理方法と比較して記載してください。
· 単に「新しい設備を導入する」と書くのではなく、どの点が従来と異なるかを具体的に記載してください。
· 【ウ】に記載する効果と重複しないよう、本欄では先進性の内容とその根拠を中心に記載してください。
· 先進性を確認できる資料がある場合は、資料名及び該当箇所を記載してください。




３．実施体制と資金計画等
	＜事業の実施体制＞

	補助事業を実施できる体制が分かるよう、次の内容を記載してください。なお、保守の詳細は【設備の保守計画】に記載してください。
	【記載例】
· 代表事業者、共同事業者及び委託先等の主な役割分担
· 設備等の導入、経理処理及び実績報告を担う体制
· 設備導入後の運用・管理体制



· 共同申請又は外部委託がある場合は、関係者の役割分担と責任範囲を記載してください。
· 設備等の導入から導入後の運用・管理まで、主な担当が分かるように記載してください。
· 必要に応じて、体制図を別紙で添付してください。


	＜資金計画＞

	補助事業に要する経費を支払うための資金計画について、次の内容を記載してください。
	【記載例】
· 総事業費及び補助対象経費の支払に必要な資金の確保方法
· 自己資金、借入金、リース等の資金調達の内訳
· 補助金の入金前に必要となる資金の手当て
· 借入等を予定している場合の協議状況又は見込み



· 補助金は原則として精算払いであるため、補助金額を含めずに、無理のない資金調達計画を記載してください。
· 資金調達計画書を添付してください。金融機関からの融資が確定又は協議中の場合は、それを確認できる資料があれば添付してください。


	＜補助対象設備の発注先（自社製品の調達かどうかの確認）＞

	（１）か（２）のいずれかに○を付けてください。

（１）補助事業者自身から調達する　　　　　　（２）その他から調達する

· （１）に該当する場合は、補助対象経費に利益を含めず、原価をもって計上してください。また、原価の算定根拠が分かる資料を添付してください。


	＜事業実施に関連する事項＞

	【他の補助金との関係】
導入する設備等について、国からの他の補助金等の利用有無を記載してください。
	【記載例】
· 他の国の補助金等を受けていない、又は受ける予定がないこと
· 他の補助金等へ応募中又は採択済みの場合は、制度名、対象経費、本事業との関係



· 導入する設備等について、国からの他の補助金等との重複がないことを確認できるように記載してください。
· 必要な許認可の取得及び権利関係者との調整について、事業開始までに完了する見込みが分かるように記載してください。

【許認可、権利関係等事業実施の前提となる事項及び実施上問題となる事項】
本事業の実施に必要な許認可、権利関係等について、取得状況又は見込みを記載してください。
	【記載例】
· 廃棄物処理業、施設設置許可その他必要な許認可の有無
· 取得済みの場合は、許可の名称、許可番号、有効期限
· 取得予定の場合は、手続状況及び取得予定時期
· 土地、建物、設備設置場所等の使用権限又は関係者との調整状況



· 必要な許認可がある場合は、許可書の写し又は取得予定時期が分かる資料を添付してください。
· 必要な許認可の取得及び権利関係者との調整について、事業開始までに完了する見込みが分かるように記載してください。

【設備の保守計画】
導入する設備等について、補助事業完了後も適切に稼働・管理できることが分かるよう、次の内容を記載してください。
	【記載例】
· 設備等の保守・点検を行う体制及び責任者
· 日常点検、定期点検、法定点検等の内容及び頻度
· 故障、異常、事故等が発生した場合の対応方法
· 保守・点検を外部に委託する場合の委託先及び委託内容
· 設備等の稼働状況及び保守・点検記録の管理方法



· 補助事業完了後も、導入した設備等を補助金の交付目的に沿って継続的かつ適切に使用できることが分かるように記載してください。
· 保守契約書、点検計画書、メーカーの保守基準、管理マニュアル等がある場合は、必要に応じて添付してください。




４．事業実施スケジュール
	＜事業実施スケジュール＞

	【工程表】
補助対象設備等の導入から補助事業完了までの工程について、次の内容を記載してください。別紙を添付して説明することでも構いません。
	【記載例】
· 交付決定後の契約・発注時期
· 設備等の製作、調達又は納入時期
· 据付け、工事、配管・配線等の実施時期
· 試運転調整、検収確認及び支払予定時期
· 複数年度事業の場合は、年度ごとの実施内容及び経費区分



· 契約・発注は、原則として交付決定日以降となるように記載してください。
· 補助事業期間内に、据付け、試運転調整、検収確認及び支払まで完了する見込みが分かるように記載してください。
· 複数年度事業の場合は、年度ごとの事業内容及び経費が分かる工程表を添付してください。



注１　本計画書に、設備のシステム図・配置図・仕様書、記入内容の根拠資料等を添付してください。
　　（既設の床の耐荷重強度や床に開口を設ける場合の補強など、設備が安全に稼働する資料を添付してください。）
注２　記入欄が不足する場合は、本様式の欄を拡張して使用してください。
1

35

